
２

前
項
の
規
定
に
よ
り
認
可
申
請
書
を
国
土
交
通
大
臣
に
提
出
し
た
申
請
者
は
、
自
ら
又
は
被
相
続
人
が
都
道

府
県
知
事
の
許
可
を
受
け
て
い
る
と
き
は
、
別
記
様
式
第
二
十
二
号
の
十
二
に
よ
る
届
出
書
を
当
該
都
道
府
県

知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

国
土
交
通
大
臣
は
、
前
項
の
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
当
該
都
道
府
県
知
事
の
許
可
を
受
け
た
同
項
の
申
請

者
又
は
被
相
続
人
が
法
第
五
条
、
法
第
六
条
及
び
法
第
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
当
該
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し

た
書
類
の
送
付
そ
の
他
必
要
な
協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
申
請
者
に
対
し
、
第
一
項
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
必
要
と
認
め

る
書
類
を
提
出
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

５

建
設
業
者
で
あ
る
申
請
者
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、第
四
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
、

第
九
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
及
び
第
十
三
号
か
ら
第
十
六
号
ま
で
並
び
に
第
一
項
第
二
号
、
第
三
号
、
第
五
号

及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
の
提
出
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
第
四
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第

五
号
ま
で
、
第
十
号
、
第
十
一
号
、
第
十
三
号
及
び
第
十
六
号
並
び
に
第
一
項
第
五
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る

書
類
に
つ
い
て
は
、
当
該
申
請
者
が
法
第
三
条
第
一
項
の
許
可
（
同
条
第
三
項
の
許
可
の
更
新
を
含
む
。）の
申

請
又
は
法
第
十
一
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
変
更
の
届
出
の
際
に
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道

府
県
知
事
に
提
出
し
た
も
の
か
ら
そ
の
記
載
事
項
に
変
更
が
な
い
場
合
に
限
る
。

６

第
七
条
の
規
定
は
、
法
第
十
七
条
の
三
第
一
項
の
認
可
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
七

条
第
二
号
中
「
提
出
し
た
」
と
あ
る
の
は
、「
提
出
し
た
者
又
は
提
出
す
る
こ
と
が
確
実
に
見
込
ま
れ
る
」
と
読

み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

７

法
第
十
七
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
認
可
を
受
け
て
建
設
業
者
と
し
て
の
地
位
を
承
継
し
た
申
請
者

（
第
一
項
第
八
号
に
掲
げ
る
誓
約
書
を
提
出
し
た
者
に
限
る
。）
は
、
当
該
認
可
を
受
け
た
日
か
ら
二
週
間
以

内
に
第
三
条
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
面
を
当
該
認
可
を
し
た
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す
べ
き
認
可
申
請
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
並
び
に
前
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
す

べ
き
書
類
の
部
数
に
つ
い
て
は
、
第
六
条
の
規
定
を
準
用
す
る
。

（
建
設
工
事
の
請
負
契
約
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

（
建
設
工
事
の
請
負
契
約
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

第
十
三
条
の
四

（
略
）

第
十
三
条
の
二

（
略
）

２

前
項
に
掲
げ
る
措
置
は
、
次
に
掲
げ
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
に
掲
げ
る
措
置
は
、
次
に
掲
げ
る
技
術
的
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
・
二

（
略
）

一
・
二

（
略
）

三

当
該
契
約
の
相
手
方
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
措
置
を
講
じ
て
い
る
こ
と
。

（
新
設
）

３

（
略
）

３

（
略
）

第
十
三
条
の
五
〜
第
十
三
条
の
十

（
略
）

第
十
三
条
の
三
〜
第
十
三
条
の
八

（
略
）

（
工
期
等
に
影
響
を
及
ぼ
す
事
象
）

第
十
三
条
の
十
一

法
第
二
十
条
の
二
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
事
象
は
、
次
に
掲
げ
る
事
象
と
す
る
。

（
新
設
）

一

地
盤
の
沈
下
、
地
下
埋
設
物
に
よ
る
土
壌
の
汚
染
そ
の
他
の
地
中
の
状
態
に
起
因
す
る
事
象

二

騒
音
、
振
動
そ
の
他
の
周
辺
の
環
境
に
配
慮
が
必
要
な
事
象

第
十
三
条
の
十
二
〜
第
十
三
条
の
十
五

（
略
）

第
十
三
条
の
九
〜
第
十
三
条
の
十
二

（
略
）

（
法
第
二
十
四
条
の
六
第
四
項
の
率
）

（
法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
率
）

第
十
四
条

法
第
二
十
四
条
の
六
第
四
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
率
は
、年
十
四
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。

第
十
四
条

法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
率
は
、年
十
四
・
六
パ
ー
セ
ン
ト
と
す
る
。
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